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１ 会派名（視察議員） 

 公 明 党（ 野村 誠、戸辺 滋） 

 

２ 期 日 

 平成29年４月19日（水） 

 

３ 視察地及び調査事項 

 茨城県守谷市 「徘徊高齢者対策事業について」 

 

４ 事業の概要及び所感 

＜概要＞ 

 茨城県守谷市では、地域支援事業の家族介護支援事業として、徘徊高齢者位置

情報検索端末機の貸出事業を実施していたが、ここ数年、利用者数が低迷してい

たため、平成28年３月31日をもって同事業を廃止した。 

 

 既存事業の見直しにあたり、端末機では本人が持ち歩かないことが懸念され

ていたことから、習慣的に使用する持ち物（靴や杖等）に「反射材シール」を貼

る方法と、SOSネットワークの構築を併せて検討した。また、他自治体の導入状

況やケアマネージャー等の意見を参考にし、反射材シールに加えて、衣服や布製

の持ち物に貼ることができる「アイロンシール」も導入することとなった。 

 新規事業を始めるにあたり、取手警察署、常総地方広域市町村圏事務組合消防

本部、見守り活動協力事業所等とSOSネットワークを構築し、平成28年８月よ

り徘徊の恐れのある高齢者の登録制度を開始した。 

 

 対象者は市内在住の概ね65歳以上で、認知症により徘徊の恐れのある方とし、

登録者には「守谷市みまもりシール」を無料で配布する。登録者やその家族は、

行方不明となった場合に備え、配布されたシールを登録者の靴や杖、衣服等に貼

り付けておく（登録者一人につき反射材シールは20枚、アイロンシールは40枚

配布）。 
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 登録された情報は、市、警察署、消防署が共有し、登録者が行方不明となった

場合は、市とSOSネットワーク構成機関が連携し、捜索にあたる。SOSネットワ

ークと「みまもりシール」により、早期発見と迅速な身元確認ができ、登録者の 

安全確保と共に、家族の精神的な負担軽減を図ることを目的としている。 

 なお、SOSネットワーク事業については平成 29年４月の時点で見守り活動等

協力事業所として48事業所（警察署及び消防本部を除く）があり、48事業所の

中にはスーパーマーケットやコンビニエンスストア、銀行、社会福祉施設等の他

に、電力会社やガス会社、新聞販売店、タクシー事業者などがあり、配達業務や

外回りの多い業種が協力している点も大きな特徴となっている。 

 

 みまもりシールの市民への周知方法については、定例記者会見での報告や広

報紙及び市ホームページへの掲載に加え、日頃から見守り活動に協力を頂いて

いる各種団体等へ出向いての説明、更にはシニアスポーツ大会や認知症カフェ

等の高齢者やその家族が集まる場にて周知しており、平成29年４月19日現在、

14件の配布実績がある。同事業開始からおよそ８カ月間が経過し、この間、登

録者に対する捜索事案がないため、シールの効果を図ることは難しいが、登録者

の家族からは「安心できる」といった旨の声が上がっている。 

 

 ＜所感＞ 

 警察庁によると、平成27年中の認知症及び認知症のおそれのある方による行

方不明者の届け出数が、全国でおよそ１万２千人にもおよぶとの発表があり、そ

の数は年々、増加傾向にある。 

今後、更に高齢化が進み、認知症になる方も増加することが見込まれることか

ら、認知症にならない手立てを検討すると共に、認知症となった場合でも本人の

安全確保や、家族の精神的負担を緩和するためにも、具体的な徘徊高齢者対策が

必須と考える。 

今回、視察に伺った守谷市では、反射材シールと併せて、人目に付きやすい反

射材シールだけでは貼ることを躊躇する利用者がいることも想定し、人目に付

きにくいアイロンシールも採用。 

また SOSネットワークに関しても、徘徊高齢者の早期発見と迅速な身元確認

を図るため、配達業務や外回りの多い業種に協力を求めるなど、登録者やその家

族の立場に立った取り組みであることが分かり、本市でも大いに参考にすべき

と考える。 

以上 
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